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【目的】幼児期は体の生理機能等が自立し、生活習慣の基礎が確立される時期であり、保護者の考え方や生活習慣が大きく影響する時期でもある。子どもの健康づくりには家族ぐるみの取り組みが重要であると考え、栃木県では平成17年度県内37ヶ所の幼稚園と38ヶ所の保育園に通う子どもとその家族を対象に、｢子どもと家族の食生活等実態調査｣を行った。その結果から、①幼稚園および保育園に通う子どもとその家族の規則正しい生活習慣の定着を図ること②継続した食育事業を行うために園や市町等の関係機関のネットワークの構築を目的とする。
【方法】①初年度(H18年度)は関係機関の連携会議において問題提起をし、管内の幼稚園および保育園に事業の周知をはかり、希望のあった施設の保護者には、とちぎ食育推進計画に沿った食育ガイドを活用して講習会を行なった。②2年目は各市町対象施設に満遍なく事業を実施することと、対象を園児にも拡大し、エプロンシアターや寸劇を媒体とした講習会を行った。指導者は地域人材を活用し、食生活改善推進員の協力が得られる体制を整えた。③事業評価は、講習会終了後、保護者464名、園児239名の合計703名の参加者のうち保護者にアンケートを実施した。
【結果】管内の施設数は幼稚園が18ヶ所、保育園が26ヶ所であり、初年度の講習会実施は5ヶ所と少なかったが、２年目は15ヶ所に増加した。そのうち、幼稚園実施率は3割、保育園実施率は5割である。終了後のアンケート結果から、講話内容（早寝・早起き・バランスのよい朝ごはんの定着）の必要性については99.3％が理解していると回答したが、実践できるかという問いに対して｢すでに行っている｣が31.3％の全体の3割程度であり、｢できそう｣が42.9％、｢なかなか難しい｣が24．0％、｢できない｣が0.8％、無回答が1.4％であった。また、3施設にのみ実施したアンケート結果では、聴講型学習方法よりも親子で参加できる料理教室やイベントのような活動型学習方法を望む保護者や食事のバランスだけでなく農作物の成長や食物のいのちの大切さなども含めた教育の要望の記載があり、食育事業への課題と期待が明らかになった。関係機関とのネットワーク構築については、対象施設が地域人材の存在を認識したために次年度の継続支援につなぐことができた。
【考察】食育事業における課題は保護者の知識はあっても実践が困難という状況である。実践に結びつけるためには、子どもとその家族の興味を引く講習会と継続した事業の実施が生活習慣改善の一つのきっかけになると考える。充実した事業実施のためには農務関係も含めた地域の関係機関の共通理解とネットワークの強化、適切な支援ができる指導者の育成、幼稚園教育要領および保育所保育指針のねらいを組み込んだ企画・立案が重要と考える。来年度は食育活動の定着と子どもとその家族の健康づくりの推進の為にはこれらを考慮して地域の食育ネットワークづくりを行いたい。
